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１．はじめに 

筆者らは補強土壁の補強領域直下に浮き型式の地盤改良を施した遠心力載荷実験を行ったが、この改良形式では基礎地

盤の圧密沈下とせん断変形の複合的な挙動を抑止するには至らなかった 1)。そこで、より補強土壁の変形挙動を拘束する

改良形式として、補強領域および補強領域背面部直下を浮き型にて改良する形式（以後、浮き型式地盤改良）と、改良体

スラブと部分的に着底した矩形改良体を複合した改良形式（以後、部分着底式地盤改良）により、これらの改良形式上に

構築した補強土壁工法の変形挙動に関する遠心力載荷実験を行った。 

２．実験概要 

 模型実験の概要図を図-1

に示す。模型地盤は幅

700mm、深さ 350mm、奥

行き 200mm の剛性土槽内

に、すべてのCase において

軟弱地盤厚 180mm、補強土

壁高 100mm、となるよう作

製し、Case1 は改良地盤なし、

Case2 は補強領域および補

強領域背面部に改良深度

100mm の浮き型式地盤改良（図-1中に赤で表示）Case3 は補強領域および補強領域背面部の直下は改良深度 40mm の

改良体スラブ（非着底部）、その下は改良深度 140mm、幅 40mm と 50mm の矩形改良体（着底部）による部分着底式地

盤改良である（図-1中に青で表示）。Case2,3 は同じ改良ボリュームであり、円弧すべり法によりそれぞれFs＞1.2 を確

保している。計測はレーザ変位計と盛土側面のメッシュで補強領域の変形を観察した。 

３．遠心力載荷模型実験 

材料物性を表-1 に示す。地盤および盛土の作製手順は既

往の報告 1)と同様である。改良地盤はセメントスラリーに液

性限界の 2 倍（2 wL =83%）に含水比調整したカオリン粘土

をミキサーで撹拌、混合し、あらかじめ作成したCase2、3

の軟弱地盤に、改良体の形状に掘削した箇所（図-1中の赤、

青で囲んだ部分）へセメントスラリーを打設する。その後、

p=60kN/m2で 20 時間程度再圧密して地盤を完成させた。地盤を構築した後、所定の高さ（h=100mm）まで壁面材を設

置し盛土材の締固めを行う。これらの作業方法は既往の報告 1)と同様である。完成した実験土槽を遠心力載荷装置へ搭載

して計測機器を設置し、遠心加速度を 5 段階（10,20,30,40,50G）で上昇させた。 

４．実験結果 

 図-2 a), b),c) に各Case の遠心力載荷試験前後の地盤と補強土壁の形状を示す。Case1 は補強領域部が大きく沈下 

し、当初の①より大きく前面に変位している（図-2 a））。未改良地盤においてこのような変形モードが生じるのは、既往 
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表-1 材料物性 

図-1 各Caseの断面図ならびに計測機器配置図 
単位：mm，（ ）内は50Gでの実物換算
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の報告 1)と同様である。一方、Case2,3 は補強領域ならびに補強領

域背面部の沈下、壁面の水平変位が生じているものの、Case1 と

比較すると小さな変形に抑えられている（図-2 b),c)）。 

図-3 は各 Case のそれぞれの実物換算壁高（計測値に遠心加速

度を乗じた値）における盛土天端の各位置（L1，L2，L3）の実物

換算沈下量（同）、図-4 は同じく壁面上部（L4）の実物換算水平

変位量（同）を示す。Case1 において、実物換算壁高が低い段階

では L2,L3 の沈下挙動がほぼ同様であることから、補強領域が一

体化して剛体的な挙動を示したと考えられる。一方、実物換算壁

高が高くなるに従って補強領域の沈下ならびに壁面の水平変位は

急激に増加していることから、地盤のせん断破壊が卓越し始める

ことを示唆している。 

Case2 は実物換算壁高が高くなるに従って沈下量は増加してい

るが、L1,L2,L3 の沈下量はほぼ同じ値を示すことから、補強領域

ならびに補強領域背面が均等に沈下したと考えられる。また、ア

ンカー式補強土壁の許容水平変位量はマニュアル 2) では壁高の

3%以内であるが、壁面の換算水平変位量は最大で許容変位量 1/2

程度と、壁前方への変形挙動は小さいことがわかる。これは、補

強領域ならびに補強領域背面直下全体に改良体を打設した効果で

あると考えられる。 

Case3 の補強領域（L2,L3）の沈下量は、実物換算壁高 5m で

50～60mm 程度であった。一方、L1 では実物換算壁高 5m になる

と、L2,L3 と比較して若干の沈下量の増大がみられる。これは、

改良体スラブ後端部にクラックが発生したことが原因と推測さ

れる。また、壁面の実物換算水平変位量は、最大で許容変位の

1/3 程度と Case2 よりさらに壁前方への変形挙動が抑止された

ことから、同じ改良ボリュームであれば、部分着底式地盤改良

が補強土壁の変形抑止に効果的であると考えられる。 

５．まとめ 

 浮き型式地盤改良を補強領域および補強領域背面直下の全面

に施すことにより、補強土壁全体が均等に沈下する傾向を示し

た。また、部分着定式地盤改良は補強土壁の沈下、壁面の水

平変位の抑止に効果的であることがわかった。今後の課題と

して、非着底部の厚さや着底部間のスパンによっては、改良

体に曲げ引張り応力が作用し引張り破壊を生じる可能性があ

るため、これらを考慮した設計法を整理する必要がある。 
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図-4 各Caseにおける補強土壁の水平変位量 
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図-3 各壁高の補強土壁天端の沈下量 

図-2 各Caseの遠心力載荷試験後の変形図 
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